



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































斤　　　　　斗　 　 　　　　　斗?????? ???←??
既　耕　地 20 560 282 18 18
（愛知県「開拓営農実績調査書」により作成）
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営規模の拡大による自立経営農家の育成をはかることであった。県農地開拓課
は，昭和34年（1959）から開拓計画の立案にあたったが，同36年には豊橋農地
開発事務所に現地担当の事業所が発足し，開拓適地の選定，実測，開拓計画の
作成にあたった。一方，地元に対して事業所の職員は，開拓計画の内容の説明
会を開き，事業に対する理解と協力を要請した。こうして38年6月，開拓計画
書が農林大臣より承認された。この計画書によれば，新たに開田202．Oha，開
畑1，227．Ohaを行なうほか，周辺の荒廃した農地をも同一地区内として計画し
基盤整備を行なうこととした。豊川用水関連開拓事業はこの点において従来の
開拓事業と異なる大きな特色といえよう。
　この事業に基づく開拓地区は16地区，総面積3，347．9haに及ぶものであった。
その後44年3月までに第10表のように17地区，面積2，041．1ha（農地606．8ha，
未墾地1，434ha）が買収された。開拓地の売渡しに当って開拓農地は，国有農
地としてとりあつかわれ，地主の権利は当然なくなるが，地主に不当な経済的
損害を与えないという買収時の方針に従って，売渡し相手方を選考し，入植者
『または増反者を決定することとした。その結果，44年までに地元増反者が3，213
戸で，入植者はわずかに30戸にしかすぎなかった。
　開拓事業の実施に当っては，開拓地内の基幹道路，水路などの工事は愛知用
第10表　豊川用水関連開拓事業地区
開拓地名1面剰入植戸数陣反戸数
??????????????????????????城
祥??
塚　第
?
原　第
原　第
羽
江
??? ??????　（hα）
280．8
70．5
151．7
38．6
34．1
46．3
86．0
84．9
133．1
114．2
125．9
25．9
　3．0
420．1
74．4
24．5
99．7
（戸）
7
0
0
0
0
0
12
0
0
1
0
0
0
10
0
0
0
（戸）
686
215
32
74
77
121
233
23
232
245
262
67
23
207
350
109
257
計 ・・8・3・71 301　3・2・3
（愛知県「開拓地総合実態調査報告書（昭和44年度）」により作成）
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水公団が施行したほかは，土地改良区が県の指導のもとに事業主体となって施
行した。こうして，公団，県および土地改良区が一体となって事業をすすめ用
水の早期効果を目ざした。
　2．畑作農業の振興
　　（1）半農半漁の村
　わが国の農業が米作を基調としていることから，耕地の開発，改良も水田中
心に行われたことは当然のことであろう。したがって，水利の悪い洪積性の台
地や丘陵，あるいは火山山麓地帯は未開発のまま残されているか，もしくは生
産性の低い畑地として利用されていることが多い。渥美半島もこうした畑地と
してあげられよう（第11表）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ヨ　　渥美半島は水不足であるため湿田が多いだけでなく，毎年のごとく旱越の被
害をうけた。したがって，この地域は戦前から農業の生産性が低いだけでな
く，畑作物の価格変動がはげしいため農業経営はつねに不安定でしかも停滞的
であった。したがって，農業以外に何らかの副業を必要としたが，沿岸漁業は
重要な現金収入源であった。半島の太平洋側（表浜）では天然の良港をもたな
第11表市町村別の畑地率
田1畑川計（B｝1囚／（B）×…
市
町
町
町
町???????????????
　　　　　　　根??
??????????????????　　　　　　　????
豊
二??????????????????
　町歩
436．7
650．4
693．4
442．3
1282
827．9
308．8
203．6
345．5
204．3
408．8
223．1
255．3
153．4
356．8
514．0
66．3
242．7
151．5
210．9
　　町歩
　448．3
　588．7
　762．0
　860．5
　263．8
1，008．8
　412．8
　428．3
　585．6
　365．5
　198．3
　414．6
　575．9
　247．0
　483．9
　653．3
　56．8
　482．7
　124．6
　273．1
　885．0
1，239．1
1，455．4
1，302．8
　392．0
1，836．7
　721．6
　631．9
　931．1
　569．8
　507．1
　637．7
　831．2
　400．4
　840．7
1，167．3
　123．1
　725．4
　276．1
　484．0
　％50．6
47．5
52．3
66．0
67．2
54．9
57、2
67．7
62．8
64．1
39．1
65．0
69．2
61．6
57．5
55．9
46．1
66．5
45．1
56、4
計 6・823・glg・234・51・6・・58・4157．5
（農林省「愛知県渥美八名二郡大規模開墾地土地利用計画」昭和5年より作成）
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いため漁船の大型化がむずかしく，地曳網がさかんであった。しかし，すでに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　め明治期以来機動力を有する愛知県宝飯郡三谷町や静岡県西遠地方の漁民は太平
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）洋岸に漁場を求めて進出し，大正期にはしばしば漁場争いが生じた。つぎの告
訴状は伊良湖岬村日出部落の漁民が大正4年1月2日特別漁業区域内に浸入
し乱暴をした播豆郡一色村の打瀬網漁民を名古屋水上警察署長に訴えたもので
ある。
告 訴 状
　当大字ハ従来大字伊良湖及大字堀切ノ中間二在リテ海浜ヲ去ル沖合弐拾丁ハ特別漁
業区域内二有之常二漁業羅在候処打瀬網漁船ノ同区域内二侵入シ数百隻ノ多数頻二継
続碇居スルヲ以テ屡々抜錨ヲ促スモ肯ンセズ之レカ為メ蒙ムル損害ノ如キモ恒二魚群
ヲ散乱シ魚道ヲ遮断スル事一再二止ラス当大字漁農二途ヲ以テ生活スト錐モ此特別漁
業ヲ以テ主トナシ之二依テ死活ヲ決スル業務二有之殊二冬季二至リテハ必ス魚襲モ有
之日々漁夫ハ小舎二入リテ襲来ヲ期待罷在候折柄必ス打瀬網漁業者ノ同区域内入リテ
碇居スルヲ以テ蒙ムル被害ノ甚シキニ困迷Eロコニ付去ル大正二年ヲ以テ打瀬網漁業
者総代表者ト当伊良湖岬村代表者理事小山米蔵氏ト協定ノ上主務省ノ許可経サルモ赤
旗ヲ丘上二掲ケ同区域内ヲ侵ササル事二約スト相信シ之レヲ以テ信号ト為シ実行シ来
リシニ大正四年一月二日当漁場区域内（字西瀬古下海岸）二於テ漁業中□南方約百間
ノ処二打瀬網漁船三隻碇泊シ保護区域ヲ侵害シタリ尚午前十二時頃ヨリ漁業区域大島
ヨリ裏場島ヲ見渡シ東方へ十間ヲ巨ル海面ヨリ東部五六町二亘ルー面二七八十艘ノ打
瀬網漁船碇泊スルヲ以テ午前ニハ多少ノ漁事アリシニ反シ午後第一時ヨリハ更二魚襲
無之此レ即チ魚道ヲ遮断シ魚群ヲ散逸セシ結果ノ致ス所ニシテ主トスル緊要漁場バー
変シテ打瀬網漁業ヲ為ス能ハズ斯ノ如キハ場合二際シテハ直チニ所轄駐在所へ届出ヘ
キ筈ナルニ如何セン急逮ノ折柄行程堀切駐在所ヘハー里福江町水上警察署ヘハニ里半
ノ事故如何トモ致シ方ナク止ムヲ得ス応急処断二出テ赤旗ノ許二依リ丘上二立テ脱キ
捨テアル着物ヲ以テ抜錨ヲ促セシモ応セズ如何セン午後二時頃小網漁船二漁夫五名ヲ
乗セ頻リニ抜錨ヲ求ムルモ播豆郡一色村字松ノ木島中川彦松ナル者主暴者トナリ威嚇
的挙動二出テ核附近ノ打瀬網漁船二三十隻ニテ吾力漁船ヲ包囲シ梶場ヲ以テ乱打シ数
百個ノ矢石ヲ投ケ薪材ヲ投シ大ヰニ脅迫セラレ半死ノ感ヲ以テ帰リ来処為彼等ノ挙動
ヲ熟視スル事一時分二亘ルモ依然トシテ抜錨セサルヲ以テ更二午後四時頃亦モヤ十三
名ヲ漁船ヲ乗セ中川喜松船二接近シ抜錨ヲ要求スルニ切ナリシモ頑トシテ応セサルノ
ミナラス前同一手段ヲ以テ暴行二訴へ吾力漁夫ノ小久保□吾ハ背部二小久保福松ハ面
部二矢石ヲ投ケ付ケラレシモ幸フシテ同船二接近シ同意ノ上同行シ直チニ所轄駐在所
二届出右現在ヲ明瞭ニシ当時彼等ノ暴行二使用セシ矢石十九個ハ福江巡査部長派出所
へ提供シー時彼等ハ乗船シタリ同日前ロノ如ク数十隻ノ打瀬網漁船ハ碇泊シ在ルヲ以
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テ止ムナク潮流ノ都合上急速囲続セサル可ラサル場合二相成裏場島ノ東部二来集セシ
モ魚群ヲ認メテ小久保喜作網（古網）ハ囲続セシモ核漁船ノ抜錨セサル者五隻網内二
在リ魚群ノ要部二触レシヲ以テ直チニ散乱シ去レリ他ノ数十隻ハ点々其周囲二碇居シ
アリテ保護区域二現ハレタル魚群ヲ躁踊シタル結果集漁意外二僅差ニシテ通常四五百
円ト予想セシ漁業モ七円余二有之驚嘆仕候右二付漁業法第六十条漁業権ヲ侵害シ併セ
テ漁業組合員ノ漁業ヲ為スノ権利ヲ妨害シ及ヒ愛知県職務規則第十七条第三項及第十
八条二該当シ保護区域ヲ侵害セシモノト認メ及告訴候也
　こうして次第に沿岸漁業が衰退すると養蚕は現金収入源として重要になり半
島全域に広がった。しかし昭和初期には養蚕業の衰退により人口流出がすすん
　（16）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
だ。その他，カンランなどの商品作物の栽培もみられた。戦後沿岸漁業が全く
振わなくなると農家経済に大きな打撃を与えた。そこで麦，甘藷に重点をおい
たが，それも価格の低下により農家経済の悪化を解決することはできなかっ
た。さらに農家は疏菜を導入しようとしたが，用水施設は全くなく，人肩や牛
車によって水を運ばねばならなかった。また畑作地帯に共通していえることで
あるが，この地域の農家もまた水田が少ないので飯米をかろうじて自給できる
ありさまで，前に述べたように旱越のさいは減収をきたした。したがって，農
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）家のなかには陸稲を栽培しようとする農家もふえてきた。
　　（2）小規模畑地かんがい
　一般に「畑作地帯の農家は一部特殊地帯を除けば極めて貧困で，資本の蓄積
に乏しいので，水利事業によって期待される効果が大きいことを知りながらも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）その負担金が過重で経済的にこなし得ない場合が少くない」が，渥美半島の農
村もその例外ではなかった。「従来わが国における畑地かんがいは，手桶など
によって干ばつの急場をを一時的にしのぐといったきわめて不完全なものか，
あるいは沿岸砂丘地などで『嫁殺し』と呼ばれる小井戸による小規模な地下水
利用にすぎず，近代的な設備をともなう畑地かんかいが組織的にとり上げられ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）るようになったのはごく最近のことである」。そういう意味において，昭和28
年の畑地農業改良促進法の制定は大きな意義をもった。
　渥美半島では同年から国の助成をうけて第12表のように9地区で畑地かんが
　　　　　　　　　　　　（21）い実施されるようになった。土地利用をみると畑地かんがいによって，甘藷，
麦類が減少し逆に陸稲，すいか，白たまねぎ，かんらん，えんどうなどが増加
し，より集約的になった。その結果，農家経済は安定，向上することができ
た。しかし，かんがいにより収益性の高い作目が増加するにつれ，従来のよう
に地下水を利用した井戸水のかんがいでは水量が不足するようになつた。とく
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第12表　小規模畑地かんがい地区の概況
地区司所在凶面積1昧螂完了剰方法1日水副水
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　祓高松一色　　　　　　　　　　　　　　昭和29年　　　　　　　　　　　ホ　ー　ス　 　 　　　4．0
源
新　　美
赤羽根
若　　見
小塩津??????
田原町
田原町
赤羽根町
赤羽根町
渥美町
渥美町
渥美町
渥美町
渥美町
hα
26．5
25．6
142．1
85．0
84．8
58．2
27．2
60．3
72．3
6『1
3㌶??
??
?
????スプリンクラー
ス
ス
ス
ス
一
一
一
一
????
スプリンクラー
スプリンクラー
　ホ　ー　ス
スプリンクラー
2．0～6．0
????????
2．0～6．0
4．0～8．0
2．0～5．0
　湧　　　水
深井戸・地下水
　　同
　　同
　　同
　　同
小河川・表流水
浅井戸・地下水
深井戸・地下水
? 1582・・1・・5581
に夏季には飲料水にさえことかくことも時としてみられた。また井戸水を多量
にくみ上げるとかえって塩分の濃い水となり飲料水としてもまた農業用水とし
　　　　　　　　　　　　　　　（22）て使用できないという現象が生じた。したがって，新たな水源として豊川用水
に求める声もしだいに強くなった。
　一方，畑地かんがいを実施した地区とその他の地区との農業生産の発展の差
は拡大する一方であった。「農家一戸当り農産物販売額は，畑地かんがい実施
後5年を経た昭和31年に非畑かん地区では150千円であるのに対して，畑かん
地区では176千円であるから，この当時すでに後者は前者に比べて約17％高か
った。その後農産物の需要変化に対応して両地区とも農業生産を伸長せしめた
ために，農産物販売額は昭和40年までに増加を示したが，増加率は地区内で相
違し，非畑かん地区では2．3倍であるのに対して畑かん地区では2．7倍にも達
　　く　のする」。こうして畑地かんがいを実施していない地区の農家は豊川用水の導入
　　　　　　　　　　　　（24）に大きな期待をかけていた。ここに，畑地かんがい実施地区とともに豊川用水
を求ある声が強くなり，農業経営のなかから強まり，このことが通水後の効果
を大ならしめているのである。
3．工業開発と水問題
　（1）東三河地域の工業
　この地域の工業は戦前から繊維，食料品，木材など軽工業，消費財のウエイ
トが高かった。愛知県統計書によれば，昭和15年におけるこの地域の工業出荷
36
額は約17，442万円であったが，このうち繊維が65．9％，衣服＝9．3％，食品＝
11．8％，家具・木製品＝5．3％であり，これらを合せると全体の92．8％に達す
る。繊維の比率がとくに高いことが特徴であり，そのほとんどは製糸業であ
った。
　豊橋市には明治期以来第2次大戦にいたるまで製糸業以外には工業としてみ
るべきものがなく，他にはわずかに木材木製工業ぐらいであった。戦後は製糸
業にかわって紡績業が進出し，大日本紡績豊橋工場や豊橋紡績豊橋工場などが
誘置され，いっそう繊維工業の特色が強くなった。紡績業のほかには地元の農
林産物を原料とした食料品，木材木製品などの工業であり，近代的設備と高度
の技術を必要とする資本依存度の高い重化学工業部門としては大崎町の海軍飛
行場跡に進出した東都製鋼（現トピー工業）をみるのみであった。豊川市も戦
時中市内に海軍工廠が設けられ機械工業の勃興をもたらしたが，戦後これが廃
止され日本車輌，イソライト工業，新東工業などが進出した。蒲郡市は古くか
ら三河木綿の産地としで知られ，戦後も紡積，麻綱，染色整理，毛織物などの
工業がさかんである。新城市は三河山間部と豊橋をむすぶ結節点にあり第三次
産業にくらべ木材工業のほかには工業は発達していない。
　東三河地域の工業用水の使用量は第13表のように昭和33年以降年々増加して
いるが，その水源をみると井戸水が33年の84．5％から44年には55．4％と減少し
　その反対に井戸水以外，とくに上水道の使用量が増加している。昭和32年に
おける工業用水の不足量をみると，蒲郡市ではとくに著しく31．4％という高率
である（第14表）。豊橋，豊川両市では地下水に恵まれているので不足してい
ないが，蒲郡市は地形上集水面積が狭く，工業用水だけでなく夏になると飲料
水さえも不足する状況であり，工業の発展を阻害していた。蒲郡市の工場は
「基本的にいって製品1単位当りの工業用水を多く必要とする工業ないしはそ
第13表　東三河地域における水源別工業用水使用量 （単位m3／日）
1表業劃上水凶地表水1伏流水1井戸水1その∋回収水1計
昭和33年
昭和41年
昭和43年
昭和44年
5，453
23，702
12，876
15，118
　70
2，425
2，812
2，752
2，730
　957
8，912
11，077
158，931
119，677
139，533
142，296
94
87
52
88
20，553
43，963
66，668
85，156
187，931
190，811
230，853
256，487
（通産省「工業統計表用地用水編」により作成）
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第14表　東三河における市郡別の工業用水使用量と不足量（昭和32年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単　　位：トン）
地　域
豊　　橋
蒲　　郡
豊　　川
南設楽郡
宝飯郡
渥美郡
工場数
1，107
614
196
275
107
? ?
量
総司上水道陣下水幅沼梨1海水
38，001，246
15，456，701
49，459，338
　　47，360
4，274，320
4，635，258
20，583，267
2，461，042
48，731，335
17，213，915　204，064
12，172，293　　86，566
　728，003　　　－
　45，197　　　2，163
4，267，030　　7，290
4，300，032　335，226
796，800
不足量
32，300
6，432，370
　2，629
371，300
不足率
　　％
．15
31．45
0．01
1．81
（愛知県「愛知県統計年鑑」昭和34年により作成）
のうちの一部門の立地は少ないのであるが，それら工業用水を余り必要としな
い工場においてもなお工業用水の絶対量の不足を訴える工場は相当数にのぼ
る。……この地区の工業を現状の規模で考えてもその機能を十分に発揮させる
　　　　　　　　　　　　　　　　く　のためには相当の用水が必要であり……」という状況であった。また，蒲郡市開
発計画専門委員会が作成した「蒲郡市開発の基本構想」（昭和40年）には「工業
用水の確保のためにじゆぶんな配慮が必要であるが，現在豊川用水事業に負う
ところが大きく，この計画の促進によって水の確保をはからなければ現在でも
用水不足の声がでている現状は益々悪化し市の発展を阻害する最大の要因とな
るであろう」とのべている。
　このように蒲郡市は工業用水のとくに不足していたところであるが，地下水
に恵まれているといわれる豊橋市でも積極的に工業開発するためには「工業立
地の条件は必ずしも恵まれていない。従ってここに工業化の促進を図ろうとす
れば各種の施策によって所謂産業基盤の整備を図るべきである。……豊川用水
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26，そのものの建設の促進こそ，この市の工業化推進にとって急務なわけ」であっ
た。
　　（2）東三河工業整備特別地域
　池田内閣は昭和35年10月に「国民所得倍増計画」を発表した。この計画は昭
和35～45年の10年間に国民総生産を倍増しようとするものであった。しかし，
この目標を達成するためには工業の地方分散化をはかるとともに，農業人口の
工業への転換をはかる必要があった。そこで後進地域開発と所得の地域格差是
正が課題としてとりあげられ，太平洋ベルト地帯を重視する政策をとるに至っ
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た。昭和37年には全国総合開発計画が発表され，倍増計画の前後から太平洋ベ
ルト地帯ですすめられれていた拠点開発方式を全国にひろめようとした。この
拠点地域が新産業都市と工業整備特別地域である。前者ははげしい陳情合戦の
すえ最終的には15カ所が指定され，後者は前者の指定からもれたなかで全国か
ら6カ所が38年に指定された。国の拠点地域に指定されたところでは，道路・
港湾・用地・用水などの産業基盤整備することとなった。
　一方所得倍増計画を契機としてわが国の経済は著しく発展したが，その結果
大都市とその周辺では工業の発展により人口が集中し，水道用水，工業用水の
需要が増大した。こうした水需要の増大にこたえるため利根川，淀川，木曽川な
どの大河川の水資源を開発する必要性が高まってきた。昭和36年には水資源開
発促進法と水資源開発公団法が国会で可決され，厚生省は「水道用水公団」，農
林省は「水利開発管理公団」，そして通産省は「工業用水公団」を設立すること
を提案したが，このことは「四大都市圏における局地的な水不足が各省間の対立
　　　　（27）を深めた」ものとみられる。そして，37年5月に「水資源開発公団」が設立さ
れて，「広域的な利水対策が痛感され，治水目的をも含めた総合的な水資源開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）発計画の樹立とこれに基づく事業の実施」を目的として，利根川，淀川，木曽
川，筑後川，吉野川の五大水系について開発することとなった。これより先す
でに昭和33年には産業計画会議から『水問題の危機はせまっている」という報
告書が出されている。また，通産省は31年に主要工業地帯別の立地条件の調査
を行ない，さらに33年には各通産局に工業立地指導室が設置され，全国で56地
区を新規工業地区として工業立地条件調査を行うとともに，翌34年からは工場
適地調査をおこなった。こうして，国が工業開発を地域開発政策の重要な課題
としてとりあげるようになると，愛知用水公団も設立当初の趣旨とは次第にか
けはなれ，その後に水資源開発公団中部支社となるのである。このことは同時
に「豊川用水」が農業用水のみの用水から工業用水，水道用水を含み，これら
の用水のウエイトがしだいに強まる過程でもある。
　こうした国の開発政策に対応して，愛知県は昭和36年に「愛知県新地方計画」
を作成した。この計画は中部経済圏構想と中京広域都市圏構想を前提とした愛
知県の確立を目標とし，そのために産業の振興，とりわけ重化学工業を発展さ
せることとし，そのための産業基盤の整備と人的能力の向上を目ざしている。
産業基盤整備の一つとして水系ごとの水計画をたてるとともに，地域別の開発
計画をたてた。東三河地域では豊川水系の総合開発を考えるとともに，同計画
書のなかで「工業用水供給として豊川用水事業による供給計画があって，その
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　　　　　　　　　　　（29）早期完成が望まれている」とのべている。一方，東三河地域では昭和35年に市
町村および商工会議所を主体として東三河産業開発連合会が結成されるととも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）に，東三河工業開発のマスタープランを作成した。また36年には知事を会長と
した東三河開発協議会が設置された。こうして，愛知県は東三河地域の工業開
発をはかるために，昭和37年11月新産業都市として指定をうけるべく，つぎの
ような要望書を各方面に提出した。
　　　　　　要望書一東三河地域新産業都市の指定について一
　第40通常国会において待望の新産業都市建設促進法が成立いたしましたことは，わ
が国経済の一層の発展を推進するためにも，また地域社会の健全な進展をはかるため
にも極めて意義の深いことであります。
　この法律のもっている目的を十分に達成させ，その目的を実効あらしめるためには，
今後の地域指定に当っては先ずもってその地域の有する「開発の可能性」と国民経済
的視野に立脚した「開発の必要性」を重視することが最大の要諦であると考えるので
あります。
　この意味において，太平洋ベルト地帯に残された最大のコンビナート型新工業地帯
としての開発可能性をもち，既存大都市地域への企業と人口集中化を調整する大規模
工業開発拠点としての「愛知県東三河地域」を最優先に指定されるよう9月29日愛知
県議会において満場一致で可決された「新産業都市区域指定についての意見書」を添
えて強く要望する次第であります。
　この要望書には東三河地域の地域的特性，現状と将来計画そして県および地
元の協力体制についてまとめてあるが，そのなかで工業用水について「愛知用
水公団の豊川用水からの誘水によって，豊川工業用水道第1期工事を完了する
こととし，昭和42年には年間83，413千m3を臨海工業地帯及び内陸工業地帯に
供給することとなっている」とのべている。愛知県選出の自由民主党国会議員
団も同様の要望書を各方面に提出して強く働きかけた結果，東三河地域が工業
整備特別地域として指定された。
　こうして愛知県は道路，港湾，用地，用水などの産業基盤を整備することと
なったが，工業用水については東三河工業用水道事業として豊川用水に水源を
求め，神野，大崎，蒲郡の3地区に浄水場を新設し，東三河工業地帯に155，000
m3／日を供給する計画がたてられた。そして，県は昭和43年から第1期事業に
着手し27，000m8を昭和45年度から蒲郡市に供給し，46年度からは第2期事業
に着手した。
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4．都市化の進展と用水
　東三河地域で最初に水道を敷設したのは豊橋市であるが，昭和2年に着工し
同4年に完成した。ついで蒲郡市の三谷町が昭和12年に着工し同15年に完成し
た。当時の1人1日最大給水量は140εであったが，その後取水量が不安定とな
ったため，26年に豊橋市清須町に水源をもとめ，さらに30年には給水地域も拡
大して給水量を1人1日最大200εとした。蒲郡市では地下水は一般に浅い所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くのに存在し，「水面までの深さは1～4m程度が普通で最高8m」であり，ほとん
どの家庭がこれに依存している。昭和36年6月現在「総世帯数のほぼ33％にあ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）たる3，514世帯が上水道を利用している」。そして「必要水をくみあげると隣接
した井戸の揚水が困難となるほどであり，家庭用水源は著しく窮屈な現状であ
　（33）
る」。豊川市は終戦後の昭和21年に旧海軍工廠の軍用水道配水施設を利用して
水道事業を計画し，同23年に発足したが，1人1日最大給水量は130εであっ
た。新城市は水道を35年に完成し，1人1日最大給水量は200εであった。一
方，簡易水道施設は昭和24年に田原町で敷設されてから急速に各地に普及し
た。これは昭和25年から県補助事業，27年からは国庫補助事業となったからで
ある。その後，御津町，音羽町，田原町，小坂井町および一宮町で水道事業が
すすめられた。その結果，東三河地域の上水道および簡易水道の現況は第15表
のとおりで，昭和35年において豊橋市，豊川市，蒲郡市，同形原町の4上水道
および80有余の簡易水道があり，全人口の59．5％が上水道の給水をうけてい
る。1人1日平均給水量は蒲郡市と同西浦町の温泉地280～330ε，その他100
～2404である。
　東三河地域では水道用水として豊川水系の伏流水や地下水を利用してきた
が，近年人口増加，生活水準の向上等にともなう水需要の急増に対して地下水
の不足，水質悪化および河川水利権に対する伏流水取水の困難などにより水道
用水の水源確保が困難な状況となってきた。そのうえ，将来の人口増加を考え
ると豊川用水に新たに水源を求ある必要があった。東三河地域の人口は第16表
のとおりで，昭和25年には約45万人であったが，40年には約52万人と7万人の
増加であった。地域別にみると人口増加の著しいのは小坂井町をはじめとして
豊橋市，豊川市および蒲郡市などの都市部であり，今後この地域の工業開発が
すすむと人口が増加するであろう。そのうえ，生活水準の向上にともない上水
道も普及するであろうし，またその使用量も増加すると考えられたので，しだ
いに豊川用水に水源を求ある声が強くなった。
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第15表東三河の上水道
z司行政区名1人ロ昭351莫画給沓1給水人ロ1暴柔§犀嘉謀劃水源の種別
豊??????ッ?
??ッ???
豊橋市
豊川市
御津町
音羽町
小坂井町
田原町
一 宮町
蒲郡市
（同形原町）
（同西浦町）
　　人
215，515
65，313
12，114
5，219
13，036
27，010
9，908
55，926
12，833
6，964
　　人
147，600
（27，163）
64，000
　（267）
10，000
（2，400）
　　0
　（900）
（17，103）
　　0
22，500
11，500
（1，650）
　　人
130，476
（23，736）
50，933
　（267）
　　0（工，500）
　　0
　（700）
（15，497）
　　0
22，900
4，760
（821）
m3／日
31，000
2，390
10，200
　（40）
（150）
　0　（90）
（1，900）
　0
6，440
415
（274）
〃日
238
102
?（???ー?
100
0
129
123
0
281
87
334
　　m3／日伏流水21，400
地下水　9，600
地下水　2，390
伏流水　6，600
地下水　3，600
地下水　　40
地下水　150
　　　　0
地下水　　90
地下水1，900
　　　　0
地下水　6，440
伏流水　415
伏流水　274
計　1423，83813・5，・83125・・59・152・89gl　2・・1繰萎1：；！8
（東三河工業開発中央専門調査委員会「東三河工業開発計画の概要」昭和39年より）
第16表人　口　の　推　移
1昭和25年1昭和3・年｛昭和35年1昭和4・年
豊??????????
???????????? 市??????????186，055（100）63，920（100）
59，122（100）
36，902（100）
5，621（100）
10，363（100）
11，261（100）
11，918（100）
29，111（100）
8，344（100）
27，619（100）
2 2，985（109）
70，242（109）
63，856（108）
35，560（　96）
5，381（　95）
10，155（　97）
12，519（111）
12，128（101）
28，153（　96）
7，650（　91）
26，737（　96）
215，515（115）
75，723（118）
65，313（110）
33，022（　89）
5，219（　94）
9，908（95）
13，036（115）
12，114（101）
27，010（　92）
7，134（　85）
24，976（　90）
238，672（128）
81，112（126）
75，171（127）
32，148（　87）
5，228（　93）
9，760（94）
15，301（135）
12，386（103）
26，546（　91）
6，696（80）
23，561（　85）
計 145・，236（…）1475・366（・・5）1488・97・（・・8）1526・田・（・・6）
（註）　1．国勢調査により作成
　　2．　（　）内は指数
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　昭和33年3月の国営土地改良事業第2次変更計画ではじめて，豊橋市と蒲郡
市の水道用水がくわえられた。その後昭和36年に愛知用水公団にこの事業が承
継されると，水道用水が豊橋市120，000m3／日；蒲郡市15，2㏄㎞3／日，計135，200
m3／日ときまったが，40年11月には工業用水分を一部転換して豊橋市127，000
m3／日，蒲郡市72，100m3／日，豊川市14，300m3／日，小井井町4，500m3／日，音
羽町1，000m3／日，計219，100血3／日となった。この事業の負担金の償還は昭和
43年度から始まることになっていたが，事業の変更で各市町村は水道の負担金
が予想外に増大したので県営事業として施行し県が負担することとなった。そ
の後，さらに新城市と一宮町も県営上水道事業に参加することとなった。
（註）
（1）農林省京都農地事務局（1949）『豊川農業水利改良事業計画書』p．38
（2）農林省（1913）『農業水利慣行調査』p．181
（3）前掲（2）PP．181～182
（4）近藤寿市郎（1957）『今昔物語』p．134
（5）昭和2年12月5日愛知県会会議録第2号
（6）前掲（5）
（7）前掲（4）P．134
（8）昭和5年12月23日通常愛知県会会議録第17号
（9）前掲（8）
⑩前掲（8）
⑪昭和7年6月14日第62回帝国議会衆議院委員会議録
⑫　大槻正男（1937）　「外地農業の発展と内地農業」（富民協会編『昭和農業発達史』
　　所収）PP．95～96
⇔　帝国農会（1943）『状態別耕地に関する調査』によれば渥美郡の湿田率は67．0％で
　　ある。
⑭　竹内金六（1929）『今昔之三谷』p．123
⑮　愛知県水産課（1951）『愛知の水産』p．63には「渥美郡二川町署巡査が同町海上を
　　巡視中静岡県のしらす船曳網漁船50余隻に囲まれ暴行を受ける等の暴行傷害事件が
　　屡々起って新聞紙上の特殊記事として賑わした」と記されている。
⑯　原田紀保（1957）「渥美半島表浜地域における離村現象の地理学的研究」地理学報
　　告第9，10号p．43
⑰平山完二・棚田幸雄（1954）「渥美カンラン作の経営的分析一経営形態と栽培技
　　術の関係一」農業技術研究所報告経営土地利用第11号
㈱　渥美郡神戸村（現田原町）については，細野重雄（1953）『村とカルチベーター』
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　　農林省農業総合研究所を参照されたい。
⑲　農林省農地局（1958）『農地行政白書』p．159
⑳　農林省農地局（1960）『日本農業と水利用』p．73
⑳　森田褒生（1966）「畑地潅概と畑地潅慨地域の発展」地理科学pp．55～57
　　倉田　貞（1959）「畑地かんがいの経営経済的研究第3報」三重大学農学報第20号
　　愛知用水公団（1967）「愛知県渥美郡渥美町向山地区の畑地かんがい営農」
㎝　東海農政局（1964）「昭和37年度土地改良経済効果測定方式検討調査報告書」P．9
倒　清水隆房（1968）「小規模畑地かんがい地区における農業経営の展開」愛知県PP．
　　15～16
⑭　前掲⑳　森田論文，p．60
脚安藤万寿男（1962）「蒲郡地区の用水とその問題点」愛大中産研研究報告第9号
　　pp．24～25
㈱　一条雄司「豊橋の工業一その構造と特質一」愛大中産研研究報告第4号p．12
伽　佐藤竺（1965）『日本の地域開発』未来社p．295
　　水質源開発公団（1972）『10年のあゆみ』
⑳愛知県（1962）『愛知県新地方計画皿』p．46
働　東三河工業開発専門委員会σ962）「東三河工業開発計画の概要」
倒　豊島吉則（1952）「蒲郡附近の地形と地下水」地理学報告創刊号p．38
幽　前掲閻P．15
倒　前掲囲P・17
皿　用水建設をめぐる諸問題
1．建設資金と費用償還
　「豊川用水」は昭和24年に国営土地改良事業として農林省によって着工され
たが，その受益面積は10，468町歩，事業費は18億円であった。しかし，この計
画は昭和26年12月にこの地域が天竜東三河総合開発特定地域に指定されたの
で，昭和29年4月受益面積の拡大と宇連ダムの嵩上げ（堤高65m）を内容とし
た第1次変更計画をたて，事業費を86億円とした。さらに昭和33年1月には佐
久間ダム分水のためダム建設費を6億円分担することを内容として，総事業費
173億円という多額の第2次変更計画を確定した。ところが「このままの状態
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）で行けば完成までに何年かかるかわからない」状況であったので，後述するよ
うな理由から特定土地改良工事特別会計法の適用をうけるべく陳情した結果，
昭和33年4月この法の指定をうけることができた。
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土地改良法施行令第50条の3第1項第2号の指定を必要とする理由
　農川農業水利事業は昭和24年度より国営を以て施行されたのであるが，何分にも大
事業にて事業費割当額が充分でないため，現在宇連貯水池工事の外は全然未着手の状
況にある。地元農民は一日千秋の思いで通水時期を待望しているのであるが，宇連ダ
ムは本年8月竣工の運びにはなったが，折角貯水ができても水路ができなければ通水
不可能の実情にある。予てから計画の事業拡張による計画変更は近く決定の段階とな
りその結果国営事業費は現在の86億円が173億円に増額の見込であるが，仮に今後の
事業費割当年額を従前の最高のときと同額としても国営残工事を完成するのに35力年
の永き歳月を要することとなる。斯くては地元民の大なる期待も夢想化し，また事業
費22億円を投じ本年半ばに完成せんとする宇連貯水池がいつ迄もその利用目的を達成
できぬような事態に陥らんか，国費の甚だしい遊休投資となり，国家的見地からして
も甚だ不経済なやり方となる。何れの観点からしても事業の早期完成により経済効果
を早く挙げることが当面の緊急要務である。時恰も昭和32年度より特定土地改良工事
特別会計法が実施され，大規模国営農業水利事業の早期完成の途が開かれたことは本
事業の促進に絶好の機会を与えられたものであって，地元農民一同の熱烈なる総意に
より，鼓にその指定を仰がんとするものである。
　「豊川用水」が特定土地改良事業として実施されることになり，県と地元負
担金に相当する事業費は特定土地改良特別会計から借り入れて迅速に工事をす
すめることができた。
　昭和35年ごろから大都市とその周辺では工業の発展にともない人ロが集中
し，水道用水，工業用水の需要が増大したので水資源を開発するための新公団
を設立する動きがあった。こうした動きに対して，豊川用水土地改良区は事業
を早期に完成させるため新公団の工事施行地区に指定されるよう政府に要望し
た。当時，愛知用水事業の完成も間近かであったので，昭和36年1月愛知用水
公団法の一部改正によって豊川用水事業を公団事業として実施することとなっ
た。愛知用水公団による事業の施行方式は一般に「公団方式」とよばれるが，
それは①国営，県営，団体営に相当する各種土地改良工事を末端に至るまで一
貫して公団が同時に施行する，②関連事業として行う水道・発電事業のうち，
それぞれの事業者が施行する専用施設の新設に対して資金の貸付を行う，③公
団事業に伴う資金は農業分の国庫補助を除いては建設期間中に全額公団が調節
するという特徴をもつ。これによって事業は短期間に完成し，事業完成と同時
に効果があらわれる。
　愛知用水公団は国営の豊川業水利事業とすでに昭和20年から農地開発営団に
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よって始められていた国営豊橋開拓建設事業および愛知県営の牟呂松原用水改
良事業，馬越吉祥支線土地改良事業の三つの事業を承継することとなったC事
業費も総額33，552百万円と増えた。これによって工事がすすめられたが，資材
費，労務費などの高騰により42年12月には総事業費48，790百万円に変更せざる
を得なくなった。事業費を年度別にみると第17表のとおりである。
　事業費の調達については第18表のとおりである。一般会計による施行分につ
いては国庫補助金と県，農民負担金（これは国の一般会計立替えによってまか
なわれる），特定土地改良特別会計による施行分については国の補助金と県，
農民負担金（これは日本銀行資金運用部資金から借入する），そして公団施行
分については国庫補助金以外はすべて日本銀行資金運用部資金と余剰農産物資
金融通特別会計からの借入によった。
　なお費用の分担（アロケーション）については，まず都市用水部門と農業部
門との間で振分け，さらに農業部門は国，県，農民によって分担することとな
りその過程については本稿では省略することとして結果は第19表のとおりとな
った。この負担金のうち県負担金，農民負担金および水道負担金は利息をつけ
第17表豊川用水事業費 （単位：百万円）
区　　分 総額麟行雰 公団施行分年度割3613713813gl4・14・142143
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（単位：百万円）第18表　豊川用水事業資金調達内訳
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（単位　100万円）第19表事業費の負担区分
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（註）経費48，302百万円は総事業費48，790百万円から機械，建物，
　土地などの処分額488百万円を引いた。
第20表農民負担金（昭和43年）　10a当り円
建設負担金 維持管理費 合　　　計　　　　　　種別
土地改良区名
経常賦課金2糟畑か卓田2糟畑⇒開田2槽1畑W開田 備　　　　　　　考
1，8402，9402，940
2，5802，580
3，2554，655
4，295
1，840
　810
2，940
1，210
2，940
1，210
3，040
2，010
4，140
2，410
4，140
2，410豊
橋
市
1，840
　810
2，940
1，210
2，940
1，210
3，560
2，530
4，660
2，930
4，660
2，930
1，840
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2，940
1，210
2，940
1，210
5，200
4，170
6，300
4，570
6，300
4，570
1，8402，940
1，210
2，940
1，210
3，2304，850
3，120
1，752
1，610
，810
1，610
2，810
1，610
1，295
　900
1，450
1，460
1，630
1，450
1，300
1，350
1，100
1，350
1，210
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1，450
1，460
1，600
3，452
3，310
4，810
3，610
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1，900
　280
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　450
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　280
　0
1，721 2，757
1，610
3，2114，497
3，350
豊橋北部
二　　　　　川
高　　　　豊
豊橋南部
豊橋開拓
田　　原　　町
赤羽根町
渥　　美　　町
新　　城　　市
一　　宮　　町
豊川市豊川用水
小坂井町
御　　津　　町
蒲　　郡　　市
2，010
1，240
3，030
1，240
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1，450
1，460
1，110
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1，057
　250
3，160
2，390
4，580
2，790
管理費＝田・開田ポンプ地区400円増
管理費一電気料を含まず
経営賦課金＝温室坪36円
管理費＝温室坪36円フレーム坪12円
管理費＝温室坪20円
管理費＝ポンプ地区500円増
経常賦課金は管理費に含む
建設負担金＝全固定3，500円｛　　　　　全固定高位5，500円　　　　　準固定1，500円
1，480
1，080
2，360
1，400
2，360
1，400
3，230
2，830
3，910
2，950
4，410
3，450
1，2021，923 2，692 3，693
1，3302，130 2，5003．62
1，006 1，406
1，434 2，084
　400
1，377
1，350
2，4913，461?
2501，350
平　　　　均 500 1，0491，2581，350
（註）建設負担金と合計の上段は一般地，下段は開拓地
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て18～20年に分割して公団に納入することとなっている。農業部門のうち農民
の負担割合は国営土地改良事業分は9．5％，公団事業分は11．1％とあまり変ら
ないが，県の負担割合が10．5％から22．2％と倍増し，逆に国の割合は80．0％か
ら66．7％に減少している。このように農業に対する国庫負担割合が減少した分
だけ県の負担が増大していることに注目する必要がある。さらに第20表のよう
に農民負担金についても西部幹線の蒲郡市，豊川市，小坂井町，御津町では市
や町の財政でまかなわれている。とくに蒲郡市では農業用水として水利権を確
保しておけば将来農業用水を都市用水へ転用しやすいと考え，農民負担部分を
市が負担している。東部幹線にくらべ西部幹線の市町は農業所得が低いので農
民の負担力は弱いのはいうまでもないが，そうした点を市や町の財政で補強し
てこの用水を維持している。このように，大規模な国営事業といえども地方自
治体に多額の負担金を必要とするのであり，それが可能であるか否かが国営事
業として採択や工事の進捗に大きく影響しているといえよう。
2．ダム建設と流域変更
　　（1）宇連ダムの建設
　宇連ダムは昭和24年に豊川農業水利事業所が設置されると同時に調査に入
り，同27年に着工し33年に完成した。一般にダム建設は調査に着手してもなか
なか着工できないだけでなく，着工から完成までに10年以上も要することが多
い。というのは水没地域の補償問題が簡単には解決できず住民の反対が強いか
らである。宇連ダム建設の場合，昭和24年12月に宇連ダム工事川合地区対策委
員会が結成され，翌25年6月にはつぎのように決議した。
　豊川農業水利事業に伴う川合地区対策委員会決議事項
　（1）農林省豊川農業水利事業の実施又は事業中止のため三輪村に起る損害に対し個人
　　又は団体を問わず弁償の責任を負う事を要求する。
　②　該事業は総括的の見地からすれば，食糧の増産並に失業救済のためにする開拓事
　　業であって慶賀すべき事であるが，豊川下流の受益地域と犠牲を払う地元とを比
　　　較するときに，地元川合地区の犠牲は甚大である。之れを償う意味で，事業責任
　　者は左の地元要求を承認実施することを要求する。
　　1．該事業の進渉に伴い学校の増設，講堂の新築，公民館，劇場の新築，診療所の
　　　増築並に隔離病舎の増築，其他公共施設の必要を川合区に於て認めた場合は，
　　　其の費用一切を川合区に寄附するものとす。
　　2．水道工事（上水道，防火用水，潅概用水）の施設をするものとす。
　　3．貯水池使用権を（漁業権但し神田川に通ずる薩道の使用を含む）川合地区に附与
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　　　すること。
　4．ダムのため県道付替は無論の事なるも附替道路の対岸も幅員4米以上の林道を
　　　新設すること。
　5．発電事業を起したる場合に三輪村地区に永久無償にて電力を供給すること。
　6．川合地区に常時100名以上の収容力を有する工場を誘置すること。
　7．山林の買収にあたって旧御料林払下げの希望がある場合は，この要求を充すこ
　　　と。
　8．川合区より離村者があった場合は，1戸当り2町7反歩（但し1町5反歩は既
　　　耕地）を与えること。
　9．該事業水利のため増収になる見積量を毎年川合区に対し，向50ケ年無償にて提
　　　供すること。
10．県道田代線の完成を早急実施することを要求する。
（8）』1該事業の施工上必要なる用地買収に当り，強制的に渉らず所有権を尊重し，売買
　　相互の不公平なる価格を矯正するため，対策委員会の審議を待ち勝手に個々の行
　　動を契約なさざること。
　　其他大島耕地関係地主要求一件
　　堰堤上山林所有者要求未定（関係地主調査により）
　　右要求を研究考慮され事業計画に織り込み事業の推進御配慮御願い致します。
　　　　　昭和25年6月10日
　　　　　　　　　川合地区対策委員会
　　　　　　　　　　　　　委員長赤谷芳明
　　農林省豊川農業水利事業所
　　　　　所長　淵田秋広殿
このような要求に対し，同年7月事業所はつぎのように解答した。
　1．公共施設に対しては，其の必要が生じた場合は両者協議の上其の施設をする。
2．現在の考へ方としては防火用水の施設についてはダム工事の進渉を考慮して川
　　合消防団と協議の上実施する方途を講ずる。
3．これは川合区の希望であるが，未だ土地改良区も設立しておらず，従って何処
　　が管理するか不明であるから確約出来ない。
4．付替道路については水没する道路は農林省に於て施設するが．対岸の林道に関
　　　しては県が協力して実施に努める。
i；｝回答保留
8．この件については後日調査して農地部長に報告する。
9．回答保留
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ll：｝総合開発当局に於て協力はに冨‖うよう方途輔ずる・
　しかし，この交渉において「要求の内容は兎も角文書の上では一応穏やかに
みえるが，口頭による説明及びその態度，応答についてはまるで喧嘩腰であっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）て，当局側は充分に回答出来ない状態であった」という。その後，26年1月12
日，策委員会，三輪村，期成同盟会および豊川農業水利事業所は愛知県に対し
て前述した11項目の決議事項のうち，第6項目と第9項目について善処された
い旨陳情したところ，県は第6項目については木工製品の需給状況から経営難
であり，第9項目については関係受益農民が増収となるまでは相当の負担をし
なければならぬ，したがってこれらの趣旨にそう対策を東三河総合開発計画の
中に入れてもらうようにしたいと答えた。そして，同年1月23日事業所，三輪
村，対策委員会が要求事項について協議した際，要求事項は実施出来ることと
実施不可能なこととあるが，殊に第6項，第9項は実施不可能なことであっ
て，斯くの如きことに何時までこだわっても実現出来ないから実現出来るよう
な要求に切替えてはどうかということになり，原田事業所長が「現在川合地区
の住民の生計は農業経営と山林経営の二本建てで生計を維持しておるが，堰堤
等築造により山村の一部が水没しそのため10年，20年後に於て薪炭を得る山林
も無くなったというときには，山間に於ける者の生計は困難になるから幸い宇
連ダムの上流に国有林があるからこれを代替地として払下げを受けては如何と
　　　　　　　　　くのいうことを提案した」。これに対し，県農地部長は地元の納得の出来るよう努力
すると答えた。ところが，2月18日の対策委員会で「対策委員会は地主と連絡，
充分の意見を聞いて事業所又は県に対して種々要求したのではなく，対策委員
会が一方的の意見であることが地主間に於て判明し，土地を売渡するのは地主
であるからこれを一方的に取極められては地主に不利であるという意見が撞頭
　　　　　　　　　　　　　　　　　　くめし，地主のみによる地主委員会を設立する」こととなった。そして対策委員会と
は別個に行動していたが，26年7月10日両者は統一して国有林の払下げの実現
につとめることとなった。同年11月27日，林野庁は臨時林野整備措置法により
国有林約139町歩の払下げを決定した。この国有林のうち，38町歩を村有と川合
区有に分譲，100町歩を関係地主の共有として栃木沢森林協同組合を設立した。
　このように一時は難航するかと思われた宇連ダム建設問題が比較的スムース
に解決したのは上述したように国有林の払下げもあったが，何よりも水没地域
の被害が小さかったということであろう。水没する耕地，山林，その他は94町
歩余，水没戸数わずかに2戸であった。
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（2）流域変更
　豊川農業水利事業は昭和24年からはじまり，同27年には宇連ダムの建設に着
工したが，この間26年には東三河地域は天竜東三河総合開発特定地域に指定さ
れたので，この事業は総合開発の一環としてとりあげられ，受益面積を拡大す
るとともに水道用水，工業用水をも含む大規模な計画がたてられた。しかし，
豊川は前に述べたように流域面積が小さく，水量が豊かでないので，このよう
な大規模な開発計画にはどうしても水源を新たに確保する必要が生じた。農林
省や愛知県は早くから天竜川水系の流域変更を考えていたが下流域のほとんど
が静岡県であるため，この計画はきわめてむずかしかった。しかし，当時静岡
県で計画していた佐久間ダムの建設と豊川農業水利事業の流域変更とを相互に
協力し合うという含みをもって，25年に天竜川下流浦川地点において平水量
330個（約9．15m3／s）をこえる流量について神田川・振草川の流域変更がきま
った。佐久間ダムの建設によって愛知県富山村の水没をはじめ，愛知県側にも
かなり被害が予想されたので静岡県は愛知県が要求する流域変更を認あざるを
得なかった。その後27年には大千瀬川の全面的な流域変更が考えられたが，静
岡県浦川地区から漁業に大きな影響が生ずるとして反対意見が出たので，愛知
県は大千瀬川上流の大入川の流域変更と佐久間ダムからの分水計画をたてた。
一方，静岡県は28年に浜名湖西部の農業用水および水道用水を確保するため豊
川用水の受益地域への編入を愛知県に対して申し入れた。これら両県の懸案事
項を調整して，29年には天竜東三河特定地域総合開発計画が策定された。しか
し，大入川からの流域変更については愛知・静岡両県知事の間で31年に計画平
水量を2．61m3／sとすることに決定し，さらに佐久間ダムからの取水について
はその水量や費用負担などについて通産省と農林省の間で意見が一致しなかっ
たので，経済企画庁が調整役となって32年に豊川用水の佐久間ダム取水が正式
に決定した。その最大分水量は14m3／s，分水総量年5，000m3／s以内，分水期
間5月6日～9月20日というものであった。
3．農業用水の合理化
　水需要の逼迫という事態に対処するため，つねに問題とされるのは農業用水
の合理化である。その際，農地の転用，その他農業用水を合理化して余剰水を
生み出し他の目的に転用することもできようが，こういう場合はきわあてまれ
であって何らかの形で積極的に事業を行わないかぎり余剰水をつくり出せない
　　　　（5）ことが多い。
第21表牟呂用水維持管理費 （単位：円） 切N
昭和20年
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
歳 入
総　額
21，533
27，933
96，375
389，554
812，792
1，018，167
2，243，061
4，027，644
3，566，816
9，673，958
うち組合費
12，411
19，695
87，357
267，478
553，679
787，605
1，409，007
3，6379918
3，178，100
2，782，977
歳
?
総　　額
18，196
22，886
77，186
267，963
623，160
513，385
2，058，413
3，727，544
1，614，795
8，244，688
うち維持管理費及び事業費
水路剰雌副繊川堤防護岸費已梁費1杁守司 分担金
820
4，316
4，110
14，374
10，791
25，702
15，165
89，090
93，190
38，020
99，213
6，594
382
15，131
3，776
109，611
66，870
147，625
6，153
36，677
768，821
46，000
1，294
L973
1，909
108，474
14，475
29，403
102，400
232，490
30，319
41，050
7，841
2，412
5，611
13，570
1，935
38，100
28，475
11，024
28，205
4，579，945
631，000
1，348
1，540
515
98，450
394，930
347，658
124，500
172，500
50，000
225
510
2，350
2，950
2，950
2，950
4，200
12，200
12，700
15，200
26，000
250，000
2，120，000
357，500
1，513，000
2，500，000
（備　考）26年度までは上牟呂即ち干拓地及び牟呂吉田を入れない上流部の頭首工及び水路のみである。
　　　　（京都農地事務局「愛知県牟呂松原用水地区経済調査報告書」昭和30年）
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　豊川用水の建設にあたってはダムを建設するとか，あるいは流域変更や佐久
間ダムからの導水など積極的に水源を確保したが，一方では下流の既存の農業
用水の合理化も実施されたわけで，こういう点では豊川用水は新しい水資源開
発のあり方として先駆的な例であろう。前に述べたように豊川下流の牟呂用水
は戦後頭首工，水路など施設の老朽化が甚しく，漏水や堤防の決壊が生じ，年
々施設の維持管理費は増加した（第21表）。そこで，昭和26年から県営小規模か
んがい排水改良事業として改修工事に着手した。一方，松原用水も第22表のよ
うにこれと同様であったので，27年に計画書を作成して県，農林省に対して31
年度着工を陳情した。そこで，農林省と愛知県は両用水の頭首工の合口化をす
すあ，34年より国営附帯県営牟呂松原用水改良事業として計画されたが，36年
に愛知用水公団法の改正によって本事業も公団事業として承継されることとな
った。県営事業の計画では合口頭首工からの最大取水量8．074m3であったもの
が，公団の計画は水稲栽培に特殊早植をとり入れることによって水の最大必要
時期をずらし余剰水約2．Om3／sを牟呂用水を通して豊橋市の臨海工業地帯に供
第22表松原用水維持管理費 （単位：円）
昭和20年
21
22
23
24
25
26
27
28
29
?
入
総額
15，519
26，279
94，374
563，448
1，401，441
1，027，701
982，947
1，429，760
1，672，170
1，683，653
うち組合費
9，762
16，664
54，478
480，103
1，083，443
741，771
903，047
1，135，494
1，173，882
1，247，400
歳
?
総額
8，368
20，187
53，416
263，150
1，130，032
964，357
907，063
1，051，736
1，558，657
1，449，095
うち維持管理費及び事業費
総綿水鴫轟管劃逼堤劃員違
165
6，315
14，930
147，280
35，494
683，129
493，603
503，256
1，198，490
40，966
165
5，050
7，190
1 2，381
154，861
354，283
113，271
194，653
862，065
319，716
950
10，000
241，640
1，265
3，573
8，400
104，970
135，129
233，501
248，025
556，730
67，388
97，097
75，754
31，958
9，000
12，340
（註）24年度臨時部事業費，行明揚水所費600，000円を含む。
　　（京都農地事務局「愛知県牟呂松原用水地区経済調査報告書」昭和30年）
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給するというものであった。これに対し，両用水土地改良区とも反対であった
が，38年12月につぎのような条件で公団，土地改良区，県の三者で覚書が締結
された。
　①農業用水の必要水量は公団が責任をもって確保，配水する。
　②既存の松原頭首工は補強して存置する。
　③　農民負担額は頭首工及び幹線導水路については年間使用水量割，その他
　　　については月平均最大使用水量割を菟，年間使用水量割を％とする。
　この結果，農業分の負担割合は頭首工と幹線導水路については水道と農業の
年間使用水量割により30．12％とし，これ以外の工事については工事費の殆は
月平均最大使用水量割，％は年間使用水量割により農業分を44．78％とした。
なお農業分の農民負担は14．5％となり，県営事業として実施するより負担が軽
減された。
（註）
（1）豊川用水土地改良区，「昭和32年度第1回臨時総代会議事録」
（2）国営豊川農業水利事業所（1955）『宇連溜池々敷用地買収経過について（其の一）』
　　P．8
（3）前掲（2）P．8
（4）前掲（2）PP．12～13
（5）宇谷一郎（1970）「農業用水の合理化について」ジュリスト，No・464，　P．59
む　　す　　び
　以上述べてきたことを要約するとつぎの通りである。
　①「豊川用水」は愛知県の東三河地域と静岡県西部に農業用水，工業用水
および水道用水を供給する大規模な用水であり，昭和24年国営土地改良事業と
して農林省により着工され，同43年に愛知用水公団が完成した。
　②「豊川用水」が建設された根底には東三河地域が用水不足による早越の
被害の解消，開田・開畑による規模拡大，開拓地の水田化，畑地かんがい等の
農業用水の必要性，さらに戦後の重化学工業化による工業開発のための工業用
水，生活水準の向上と人口増加による水道用水などの確保という「水」問題を
かかえていたからである。
　③　「水」問題を解決するため戦前から近藤寿市郎の強い運動があり，戦後
は食糧増産のために開拓事業がすすめられ，そのための用水建設をめざして期
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成同盟会が結成され，こうした地元住民の強い運動が県を動かし地元と県とが
一体となって，国に強く働きかけたからである。この結果，国営土地改良事業
として着手され，つぎには国営特定土地改良事業として採択され，さらに愛知
用水公団に承継され多額の投資で短期間に工事がすすめられた。
　④わが国の土地改良政策は国の地域開発政策の展開とともに変質したとい
える。水資源の開発が農業中心の水利事業であったのが，工業用水や水道用水
などと関連をもった国土開発政策の一環としての性格を強めるのである。した
がって，「豊川用水」は農業用水のみではとうてい実現しないであろうが，工
業用水や水道用水をも含む多目的の用水となってはじめて建設されたといえよ
う。その結果，農業は「水」を媒介として資本主義体制のなかに組みこまれ，
売水制を原則とする水利体系ができあがった。
　⑤　天竜東三河総合開発特定地域の指定により愛知県と静岡県との間で大入
川や振草川の流域変更や佐久間ダムからの導水が話し合われ水源を確保でき
た。下流農業用水の合理化も行われ，余剰水を生み出した。
　（本稿の概要は1973年度日本地理学会春季学術大会において発表した。その際いく
っかの貴重な意見をいただいたことを記して感謝の意を表したい。）
